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人類史上、未曾有の大変動 
２０１０年は庚寅（かのえとら）です。中国古典「周易」は大人虎変、君子豹変、更新刷新を意味する年といっています。寅年は歴史を振り返ってみても、大きな社会変動のあった年として知られています。 

  

60年前の庚寅には朝鮮戦争が勃発、アメリカ合衆国など16カ国と大韓民国が、朝鮮民主主義人民共和国とソビエト社会主義共和国連邦、そして国家成立間もない中華人民共和国義勇軍と戦い、軍人１２３万２０００人、民間人５００万人の死傷者の上に、東西冷戦構造が生まれました。１９９１年にソビエト連邦が崩壊、東西ドイツは統一されましたが、朝鮮半島では核の脅威が現実化し、今日に至っています。
１９９１年にニュービジネス大賞を受賞した縁から、国際経営者協会の新春セミナーで「日本はプラザ合意後の判断ミスから、どんなリーダーが出てきても日本一国で国家を維持することは難しくなった。あとはアジアのなかにノアの方舟をつくる以外にない」と講演しました。今回の社会変動はよく１００年に一度といわれますが、核拡散の時代に、人と物と情報が世界をめぐり、一国のみで生きられる国はどこにもないグローバル化した状況の中で世界同時経済変動を迎えていることを考えれば、人類の歴史始まって以来の大変化になると考えるほうが、妥当ではないでしょうか。 

世界の文化はアジアに始まって、アジアに帰る 
第２次大戦において核兵器が開発され、広島、長崎への投下、敗戦、朝鮮戦争、東西冷戦とその終結を経て、核拡散の脅威に直面しています。アインシュタイン博士は米ソの水爆実験と第五福竜丸の被災を受け、１９５５年に「問題は戦争によって解決されてはならない」という思想で貫かれた、「ラッセル・アインシュタイン宣言」を発表しました。 

本年、韓国併合より１００年を迎えました。併合から12年を経た１９２２年、来日する船の中でノーベル賞受賞の知らせを受けた博士は講演で 

「世界は進むだけ進んで、その間、幾度も闘争は繰り返され、最後に戦いに疲れるときが来るだろう。そのとき、人類は必ず真の平和を求めて、世界的な盟主を挙げなければならないときがくるに違いない。（中略）世界の文化はアジアに始まって、アジアに帰る。それはアジアの高峰、日本に立ち戻らねばならない。われわれは神に感謝する。われわれ人類に日本という国を作っておいてくれたとこを」と話しています。 

しかし、著名なジャーナリストであった小泉八雲（ラフカディオ・ハーン）は日清戦争後の１８９５年に書いた「戦後」と題するエッセイで、こうも指摘しています。 

「戦争は終わった。未来には、まだ幾分の暗雲が低迷しているけれども、約束されているものはずいぶん大きなものがあるようである。もちろん、この上さらに雄志を伸ばして、国家永生の偉業を成し遂げるためには、そこに幾多の暗澹たる障碍が横たわっていようけれども、しかし、日本はそれに対して、なんら恐れも抱いていない。おそらく、日本の将来の危機は、実にこの途方もない、大きな自負心にあるともいえるだろう。」（『東の国から・心』平井呈一訳、恒文社発行）。 

その後、日露戦争に突き進み、韓国併合から始まる日中戦争が泥沼化し、日独伊三国同盟の締結を経て第２次世界大戦に突入、敗北、その後、東西の冷戦下で一時的には大成功したかに見えた時期もありましたが、今日では、先行きのまったく見えない状況になっています。日本の美を追い求める八雲の目は、その行く末をしっかり見通していたといえるでしょう。 

太陽の國　ＩＺＵＭＯ
人間自然科学研究所は10年前に『太陽の國　ＩＺＵＭＯ』という本を出版しました。古代民主主義の発祥地ギリシアでは、火は太陽から灯しました。私のふるさとの島根県松江市八雲町にある熊野大社は、境内の特別な空間で、木と人の気の昇華により生まれた火で、出雲大社の歳と世代を継ぐ儀式が亀太夫神事（火継ぎ神事）として伝わっています。 

人類は他の動物と違い、火を取りこみ、制御、進化させることで今日をつくってきました。 

火は硝石の発見によって火薬になり、19世紀にニトログリセリンの発見と雷管の発明によってダイナマイトがつくられ、戦争に多用されました。これにより大富豪となった発明者の遺言が、ノーベル賞の原資になっています。 

20世紀初頭に航空機が発明され、第１次世界大戦に投入されました。その後の急速な発達は、重量物の長距離航空輸送を可能にし、さらなる科学技術の進歩は原子核分裂反応の実証から「究極の火」といえる核兵器を生み出し、第２次世界大戦では航空機によって広島、長崎へ人類初の原子爆弾が投下され、大被害を与えました。 

被害が世界に広く知られたことにより、核兵器はその後一度も戦争では使われませんでした。東西冷戦が約50年続き、ソ連は崩壊し、貨幣のルーブルは紙切れになりました。それが１９９１年ですから19年前です。世界同時経済危機のなか、先進国中で最も財務体質が悪い国が日本です。そのような状況下、２０１０年度の予算編成では前例のない44兆３０００億円の国債発行を閣議決定しました。このことは少子高齢化が急速に進む現状にあって、不吉な未来を暗示しているように思われます。 

東アジアの現状 
１９９８年、韓国の金大中大統領の提案を受け、ＡＳＥＡＮ＋３首脳会議の諮問機関として発足した東アジア・ビジョングループ（ＥＡＶＧ）は、自由貿易地域形成などを主とする「平和・繁栄・進歩の東アジア共同体」ビジョンを２００１年秋に発表しました。最近では鳩山由紀夫首相が東アジア共同体の青写真を描いています。しかしアメリカの21世紀安全保障委員会は、１９９１年10月に発表した報告書で｢北東アジアはもっとも大規模戦争が起こり得る地域｣、「唯一、主要国がかかわる重要な領土対立が残る地域」と記しています。 

１９９８年10月に、インド・パキスタンの核実験とアジア通貨危機を受けて、東京にある国連大学で開かれた「軍縮問題を考えるエコノミストの会」シンポジウムで、王然均韓国中央大学教授は「アジアの経済危機は第２次世界大戦および朝鮮戦争以降最悪の大惨事です。（中略）大規模な軍事支出と兵員数は高コストおよび非効率の要因であり、経済危機の重要な原因でもある」と述べています。 

Ｇ20の発足、ＢＲＩＣｓの躍進と多極化が進み、朝鮮の核保有宣言によって核拡散が現実となり、アジアを軸にした世界的な緊張はさらに増しているといえます。 

自然状態は、むしろ戦争状態である 
18世紀のドイツの哲学者イマニュエル・カントは『永遠平和のために』（宇都宮芳明訳・岩波文庫）の中で、こう述べています。「一緒に生活する人間の間の平和状態は、なんら自然状態ではない。自然状態は、むしろ戦争状態である。言いかえれば、それはたとえ敵対行為が常に生じている状態ではないにしても、敵対行為によって絶えず脅かされている状態である。それゆえ、平和状態は、創設されなければならない。」 

およそ２００年前のカントの、平和は意志的に創出されなければならないというこの言葉は、今を生きる私たちの胸に強く響いてきます。 

世界で唯一、学内に平和ミュージアムを創った安齋育郎立命館大学教授（国際平和ミュージアム名誉館長）は、２００８年３月に当研究所が開いた座談会でこう述べています。 

「現代平和学における平和の概念は、戦争の対置概念ではなく暴力の対置概念と広く理解されてきております。人間の能力が１００％花開くのを阻んでいる原因、これをすべて平和学では暴力と言います。平和とは暴力のない状態であり、その暴力には三つの類型があって、戦争のような直接的暴力のほかに、社会の構造に根ざした構造的暴力、そして文化的暴力、この三つを無くしていく方向こそが、いま、目指されている。」 

日本国内の自殺者は警察庁統計によると１９９８年より10年連続で年間３万人を超えており、これに自殺と断定できないまでも強いストレスなどを背景に死因不明なままで死を迎えた方々などを鑑みると、毎年一都市の人口に匹敵する人が非業の死を遂げています。すでに「平和ではない」状態に入っているといえます。「無縁社会」は、都市と地方の対立、世代・親子間対立の激化を招き、国家、自治体、企業、家庭などあらゆる組織を構成する「信」を崩壊させます。 

こうした内部崩壊が始まると、為政者は国外に対立をつくり、戦争に導くことによって既得権益を維持拡大させ、相手国民と自国の大衆を犠牲に社会秩序の再構築をしてきました。たとえ戦災により人口が半分になっても、勝敗に関わらず、戦争で生まれた部分的な強固な「信」をもとに、もう一度やり直す。カントは国内が「平和ではない」状態に至ると外部に敵をつくり、対立を生むことによって内部の結束を図る戦争のサイクルを、見事に言い当てているといえます。 

しかし核拡散の時代を迎え、このサイクルが機能しなくなり、世界規模で閉塞感が広がり、社会主義との対立によって発展してきた文明が、行き詰まっています。 

朝鮮半島と日本列島を核の空白地帯に 
新たな繁栄の時代に入るためには現代平和学における３要素を踏まえたパラダイムシフトを必要としています。それは人類の特性から考察した人間の定義から始まります。 

 核拡散の時代の平和は、「政府に創ってもらうもの」から、すべての人が一緒になってつくるものへ変わりました。その分水嶺が２０１０年です。 

「飢餓と殺戮のない社会の創造」という切迫した目標に向けては、人類は結束できます。衣食住が足った後の社会で、究極の目的といえる「楽しくゆかいに、持続的に生きられる地球社会の創造」に向けては、多様な価値観を含むため、人類はバラバラになってしまいます。 

ひとつの文明が終わるとき、それまで起こらなかった大きな問題が生じます。その大きな問題は、それまでの延長線上に解決策を見出すことはできません。新たな思考の枠組みによる、新たな文化の創造、すなわち近代軍隊の誕生から始まったといわれる教育に代表される洗脳の文化から、覚醒の文化へのパラダイムシフトによってしか克服できないのです。 

「楽しくゆかいに、持続的に生きられる地球社会の創造」という目的に収斂させるには、科学・技術の到達水準がカギになります。 

核兵器と、その運搬手段の発達によって、いわゆる「全面戦争」「総力戦」が不可能な状態になること。ＩＴと物流の発達による世界的なコミュニケーションが可能で、それによって諸事象の検証、会話ができること。核被害の世界共通認識（広島、長崎の記録）、核拡散の現実。 

この３つの要素を満たすようになったいま、核削減のプロセスから人類は、「楽しくゆかいに、持続的に生きられる地球社会の創造」という目的に限りなく近づく、人類史初めての朝鮮半島と日本列島を核とした黄金時代が生まれる状況が整いつつあるのです。 

核削減のプロセスの始まりは、米国のオバマ大統領が２００９年４月にチェコ・プラハの演説で「核兵器を使用した唯一の国」としての道義的責任に触れ、９月の国連安保理において「核兵器のない世界を目指す」全会一致の決議を行ったことです。 これまでの核兵器廃絶決議は核兵器のない「結果」に重点をおくのに対して、この安保理決議は廃絶に向かう過程に重点をおいています。 

この決議を現実化させるのは、「究極の火」で武装した核大国（中国・露国・米国）の結節点にあり、核拡散の現実化と、日本海＝東海、北緯38度線（ＤＭＺ）があり、朝鮮戦争から60年、韓国併合から１００年という、空間と時間から生まれた、制御された対立エネルギーが持続している朝鮮半島と日本列島しかありません。 

ここに大国間のパワーが制御された核の空白地帯をつくり、衣食住が足った後の人類の目的に向けて、環境、生命科学の最先端の研究と実用化を通じて、人類進化のための新たな価値と文化を生み出す。 

東西冷戦のさなかに趙永植慶熙大学校学園長が21世紀人類のモデルとして提唱したオウトピア、中国の和諧社会、米国のスマートパワーを統合する概念とも位置づけられる、「和而不同（和して同ぜず）」から生まれる「和譲」から、人類の未来が始まることを確信しています。 （巻末参照） 

人類史に対する「戦後責任」 
１９９４年、中国の李鵬首相が、オーストラリアのハワード首相に向かって「いまの日本の繁栄は一時的なものであだ花です。その繁栄を創ってきた世代の日本人がもうすぐこの世からいなくなりますから、20年もしたら国として存在していないのではないでしょうか。中国か韓国、あるいは朝鮮の属国にでもなっているかもしれません」という発言をしました。 

これは、まさに日本滅亡のシナリオです。隣人が、このような厳しい見方をしていることを、しっかりと認識すべきでしょう。 

　また、ドイツのヘルムート・シュミット元首相は『シュミット外交回想録』（岩波書店）でこう述べています。 

「国民として悔悟し、悲しみ、恥じる能力に日本人が欠けていることについても同じく述べた。政治指導者の中には、日本には世界、それも特に近隣世界に友人がいない事実を自覚しているものも多い。誰でも友人を持ちたいものである。しかし、どうしたら友人が得られるかを知らない。近隣諸国の猜疑心に対して、理解を示さない」。 

また一方では、国民の責任について１９９５年の広島大学における講演「追憶、悔恨、そして責任」では、こう述べています。 

「日本国民もドイツ国民も、全体として罪悪や犯罪行為の罪を背負っているわけではないのです。けれども、われわれ両国民はその父親父祖の中に、とりわけドイツ軍や日本軍によって侵略・占領された国々の領土とその諸国の数え切れない人に対して、犯罪行為をしてきたことは確かです。（中略）当然ながらポーランド国民も、今までも、そして今も犯された犯罪を忘れ去ってはいません、オランダ国民も忘れてはいないし、フランス国民も同様です。われわれの近隣たちの中に忘れ去った人はひとりもいないのです。世界中にいるユダヤ人もそうです。そして中国、朝鮮、フィリピンはもとより、日本のすべての近隣の人々もまた、忘れ去ってはいないのです」。 

日本、特に島根・鳥取県は飛行機でわずか１時間という距離に韓国、朝鮮があり、その国家誕生と現状に非常に大きな関わりがあります。そして２時間の距離に核大国である中国、露国という隣国がありますが、これらの国々と「真の友人」と呼べる関係になっていません。 

それどころか、日本海＝東海呼称、竹島＝独島、尖閣諸島、北方領土、靖国神社、歴史教科書、強制連行・強制労働、慰安婦問題など、たくさんの懸案事項を抱えています。少子高齢化のなか政治、財政、経済がますます悪化し、社会不安も懸念されるなかで、子供たちの世代に先送りするような卑劣な手段が公然と行われています。 

訪韓時に日本大使館前で、80歳を超えた元従軍慰安婦の方々の日本に対する抗議活動に遭遇しました。毎週水曜日に行われており、900回を超えていると聞いています。その雰囲気と回数に強烈な衝撃を受けました。 

これは日韓両国家と民族の崩壊につながる本質的な問題であり、日本人はもちろんのこと、韓国人の見識と智慧と勇気が問われていると気づきました。 

人類には生物としての命と、他の生物にはない尊厳の命があります。彼女たちは戦争中、大変な受難によって尊厳の命を失いました。私たちが日本人、韓国人が、人間としての自覚があれば、彼女たちの戦後の長い間の、困難な尊厳の命の獲得活動を放置することはできなかったはずです。 

戦争責任とは、戦争を未然に防げなかった戦前責任、国際法に照らし合わせた戦時責任、そして戦後責任の３つに分類されます。 

戦争中に子どもであった世代以降は、戦前責任、戦時責任はありません。あるのは戦後責任です。戦前に作られた鉄道、道路、港湾など社会インフラは利用するが、相手国から受ける怨念、恨みは先送りするということは許されません。戦後責任とは、戦争に至った経緯と背景、戦闘行為、そして現代社会の問題を調査研究し、その成果を、再び戦争を起こさないことと、恒久平和を生み出す資源として生かすことです。今を生きる私たち日本人はもちろんのこと、豊かになった韓国の方々を含めた、子孫と人類の歴史に対する使命です。 

ＩＴがもたらす権力構造の変化 
インターネットは核軍拡競争を背景に軍需技術として米国が開発しました。これが開放されて現在の情報化世界ができました。情報のやりとりにほとんどコストがかからず、個人が簡単に双方向での映像通信ができるようになりました。これによって人類の知性は急速に進化し、権力構造が大きく変わります。もう既に変わってきました。２００８年２月の韓国の大統領、２００９年１月の米国大統領は、ＩＴが誕生させたといっても過言ではありません。 

当社は１９７３年の第１次オイルショックの年に誕生しました。２年間大阪で人間学とビジネスの基本を学び、ふるさとに帰り、10万円の資金で会社を始めました。当社発展のきっかけになったのがシートシャッター「門番」です。高速道路が全国とつながり、ファクシミリの普及、工場の３Ｋ追放とバブル景気によって、全国展開するメーカーという基礎が確立しました。 

創業から当分は10円硬貨をポケットに入れて公衆電話で連絡、営業をしていましたが、そのうちショルダーホンという携帯電話の原型が登場しました。それからあっという間に携帯にデジタル信号を載せることができるようになり、インターネット接続によって携帯がパソコンがわりになる時代になりました。パケットによる情報量従量課金の概念を導入したＮＴＴドコモのＤＯＰＡ網と、それまでの配電盤製造と上下水道計装の技術を組み合わせ、「やくも水神」ネットワークシステムをつくりました。現在、このシステムは全国４６００カ所で稼動しています。 

マイクロソフトがウインドウズで世界を制覇しました。そしてヤフーが出てきて通信とつなぐ流れができました。そのあと、世界連邦を意識してつくったのがグーグルの検索エンジンです。それに動画のユーチューブがでてきました。すべて20代、30代の若い人たちがつくった企業です。 

20世紀はメディアの発明とコンテンツの普及、それを使うキャラクターが、らせん状に拡大していきました。登場したばかりのラジオを急速に普及させ、映画配給体制を整備し、スポーツ・セクシー・スクリーンの３Ｓをコンテンツとして供給することにより大政党をつくったナチスドイツ宣伝相ゲッペルスの手法は、１９９２年にＢＢＣが制作したドキュメンタリー映像作品「メディアと権力」第１部「大衆操作の天才・ゲッペルス」に詳しく取り上げられています。第２次大戦後はこれにテレビが加わり、２００８年には日本国内で３兆６０８億円（日経広告研究所調べ）の巨費が宣伝費として投じられています。 

 　ひとつの文明が終わるとき、それまで起こらなかった大きな問題が生じます。ゲーム理論を応用した金融経済が実体経済を何倍も上回り、２００８年のリーマンショックを契機に失業者の増大など生活の困窮を招く事態に発展してきました。こうした問題は、それまでの延長線上に解決策を見出すことはできません。社会主義と資本主義の対立によって発展してきた社会は対立軸の喪失によって、高次元に向かう昇華か、内部崩壊かの分水嶺を迎えています。 

20世紀末に始まったインターネットの一般化は、21世紀にブロードバンド環境が整備されて爆発的に普及し、その知的インフラを整えました。グーグルとユーチューブを背景に、マスコミュニケーションから、「情報の個化」時代に移りました。こうして新たなコンセプトとコンテンツが次々と生まれる環境が整備され、人類の特性を開花させるため、時代と土地の使命を担ったハイ・キャラクター集団が登場すれば、さらに「ハイ・コンセプト、ハイ・コンテンツ、ハイ・キャラクター」の３Ｃの発展段階を迎え、人類共生の政治、経済、文化の時代が開けます。 

「マスから個」へ教育する時代から、「個対個」「個から全体へ」広がる覚醒の時代へ。軍隊に代表される人を大量規格品化するティーチングの文化から、学びの能力を醸成するコーチングの文化へのパラダイムシフトが、この危機をチャンスに変えます。 

核拡散とブロードバンドの進展は、世界の急速な再編を促すため、新たな国家の協力関係を早くつくらねばなりません。そのさきがけとなるのが朝鮮半島と日本列島です。そうでなければ内部崩壊が世界に伝播してしまいます。 

世界人類の命運を担っている 
１９８８年、地域の若手経営者たちとの勉強会「知革塾」がきっかけとなり、地域交流や文化、経済交流が進化し、今日の人間自然科学研究所の活動に発展しています。 

人の縁が広がり、未来が生まれるコンセプトで始められた「縁むすび世界大会」は、私が遭遇した韓国での出来事がきっかけでした。 

この認識のもと、韓国、中国、米国、露国、東南アジア、欧州各国の戦争記念館を訪ね、献花、学習活動を続けるなかで、グローバル時代に人間の尊厳欲求を満たし続ける過程は、「戦後責任を積極的に果たし、対立を発展の契機として生かすなかにのみある」という確信が生まれました。 

シートシャッター「門番」は１９９２年、宮沢喜一首相の初外遊となった訪韓時、盧泰愚大統領（いずれも当時）からの技術供与要請を受け、韓国に技術供与しました。そして中国、インド、東南アジアの日系企業工場建設にあわせ設置してゆき、世界展開の布石を打つことが出来ました。 

ＩＴを使って仮想現実と現実がシームレスでつながり管理できる、新しいシートシャッター「門番」Ｇシリーズと、新しい「やくも水神」ネットワークシステムの完成は、社是「社業を通じて社会に喜びの輪を広げよう」と、経営理念「おもしろ、おかしく、たのしく、ゆかいに」に向かって大きく踏み出す状況になりました。 

この方向性を確かなものにするために、２００８年に北京・学苑出版社に依頼して「中日韓英四カ国語による中国古典名言録」を発刊、朝鮮半島と日本列島に人類史的使命に共感した人が世界から集まり、ＩＴによって新しい知の体系が生まれると呼びかけました。 

また、先端技術と文化の進歩によって「自分にとって持続的によいことは、相手にも持続的によいことであり、社会にとっても持続的によいことである」という理論が実現可能な時代の入り口が、人類史上初めて到来したともいえます。 

「和而不同」から生まれる「和譲」を旗印に 
「人類に向かって訴える。あなた方の人間性を心にとどめ、そしてそのほかのことを忘れよ、と。もしそれができるならば、道は新しい楽園にむかって拓けている。もしできないならば、あなたがたの前には全面的な死の危険が横たわっている。」ラッセル・アインシュタイン宣言の結びの言葉です。 

韓国政府招聘を受けて出席した２００９年10月の「安重根義士による伊藤博文公射殺１００年」を記念する集会で、鄭雲燐国務総理は安重根義士の絶筆「東洋平和論」中の「合成惜敗、万古定理（合わされば成功し分裂すれば負ける）」を引き合いに、東洋平和と人類繁栄の精神は、世界の模範となっていると話しました。また安重根義士は「人類社会代表重任」という書を残しています。 

この人類という視点に立ち、朝鮮半島と日本列島の間に広がる日本海＝東海を「中海」に名称変更し、独島＝竹島を新たな人類文化の発祥の地として拠点化することで、私は道筋が見えてくると考えています。 

日本人は第２次大戦の敗戦国であるにも関わらず、関係国と多くの怨念を維持しながら、大衆レベルまで飢餓と殺戮の恐怖から免れ、豊かな生活を享受して来ました。私たちは加害者の子孫として、戦後責任を果たすなかで、日本が相手国の韓国、朝鮮とともに「楽しくゆかいに、持続的に生きられる地球社会の創造」という目的への第一歩を踏み出し、今を生きる私たちと子孫が尊厳欲求を満たせる環境をつくるためにも先頭に立つことが必要不可欠です。 

人類の歴史上大きな危機が迫り来るのが２０１０年です。それは一方では、世界のパラダイム転換への流れを生み出せる最も大きな機会が訪れていることを意味します。そのチャンスがいまです。これだけの素晴らしい大きな役割を担える時代と場所は、過去の歴史上どこにも、また未来にも有り得ません。この流れは前述のとおり、大きな危機と背中合わせです。 

韓国併合１００年にあたる本年、島根県内各地にある「竹島の日」に関連した広告塔と、同県による教科書への「竹島」記述働きかけ、日本海＝東海呼称問題等の対立を発展の契機とし、「和而不同」から生まれる「和譲」を旗印に、世界恒久平和のモデルをつくり、環境・健康事業の発展を通じて、新たな人類繁栄の道を拓こうではありませんか。 
【注】

【和譲】　神道を代表する言葉は「一霊四魂（幸魂、奇魂、和魂、荒魂）」です。そのなかの「幸魂、奇魂」（さきみたま、くしみたま→愛情と知恵）は出雲大社の神語です。これから生まれる和魂（にぎみたま、縁から生まれる感動）と、聖徳太子の「和をもって貴しとなす」から【和】をとり、大国主命の国譲り、農政家・思想家の二宮尊徳翁の「推譲」からの【譲】を組み合わせて熊野大社前宮司で出雲大社教の千家達彦管長がおつくりになった造語。
人類の特性と、グローバル化とブロードバンド、核拡散の時代の人間の条件の再定義から考察した、ジョセフ・ナイ ハーバード大学教授らが発表したスマートパワーを契機に、３つのソフトパワー（感情を加味した知恵、使命、会話力）と、２つのハードパワー（集団組織力、道理を実現するための方便）を全体の文脈の中で統合する力をいう。 

「楽しく持続的に生きられる社会をつくる、私がつくる」という言葉から生まれるマズローの５段階説の上位概念である自己超越実現（私益と公益の一致）、さらに荒魂（勇気と行動力）と先端技術が加わり、社会を変える力を「和譲」と定義。財団法人人間自然科学研究所理事長小松昭夫が千家管長のご賛同を得て、愛知工業大学50周年記念事業の映画「築城せよ！」の完成を機に発表した。
【和諧】　現代中国のスローガン。２００１年に江沢民氏が中国共産党創立80周年大会で「各国人民と一緒に、永久平和と繁栄する世界を建設するため努力しましょう」と表明したことから始まる。中国共産党はかつての世界革命から和諧世界創造まで、政治理念の歴史的な転換を遂げた。和諧は中国の対外戦略任務となり、紛争地帯に「いくつかの和諧地域」をつくりあげることから恒久平和、共同繁栄する和諧世界を形成するとしている。
【スマートパワー】　ジョゼフ・ナイ教授（元国防次官補、米国有数の知日派）らが説く概念で、米国のオバマ政権で用いられるようになった。３つのソフトパワー（感情を加味した知能、ビジョン、対話力）と、２つのハードパワー（組織力、権謀術数）を「全体の文脈を踏まえて融合する力」を意味する。
【オウトピア】　韓国の趙永植・慶煕大学校学園長が提唱した、21世紀の人類のモデル。英語ought to(当然そうなるべき)と、ユウトピアutopia（理想郷）を組み合わせた造語。「人間は何であるか、どんな存在か」「西洋哲人の理想国家論」「東洋思想家の理想社会論」を探求する中から、善義、協同、奉仕をうたうオウトピア論を提唱し、推進団体として世界各国にGCS（大協同社会）が生まれた。博士は１９８１年に国連を通じて「世界平和の日」「平和の年」の設定を満場一致で可決させた。 
韓国語版　【あとがき】
日本の精神的な支柱である二宮尊徳翁より80年前に、私の故郷である島根県松江市八雲町を洪水から救った周藤彌兵衛翁は、世界に類例のない250年の平和の時代を実現し、朝鮮通信使が往来した江戸時代に、全国で輩出した「治水の偉人」を代表する方です。
21世紀はＩＴによるグローバル化の進展と核拡散、政治経済の混乱が重なる人類史の転換点で、「水の世紀」といわれています。当研究所は島根県の治水の偉人「周藤彌兵衛」「清原太兵衛」「大梶七兵衛」を漫画・児童文学・小説で出版、その後、日中国交正常化30周年記念事業として日中戦争の激戦地であった中国山東省で、孔子、孟子、周藤、清原の四体の銅像を制作、孔子像、孟子像を、日本最大の中国庭園である鳥取県燕趙園に建立しました。当研究所の金顕哲相談役のご尽力により、韓国語版漫画「出雲三兵衛」が出版されることは深い意味があり、敬意を表すとともに心から感謝申し上げます。
朝鮮半島は世界で唯一、抑制された対立状況のなかで冷戦構造が残り、核拡散が現実化している地域です。趙永植慶熙大学校学園長が21世紀人類のモデルとして提唱したオウトピア、中国の和諧社会、米国のスマートパワーを統合する概念として、孔子の言葉「和而不同」から生まれる「和譲」が、人類の未来を拓くと確信しています。
政治、軍事核大国の中国、露国、米国の結節点に位置する、大韓民国、朝鮮民主主義人民共和国と日本は、世界の核削減と環境・健康問題の、未来への方向性を探る議論の場を提供できる地域であると認識しています。先人の英知と、「人類社会代表重任安重根義士」による未完の書「東洋平和論」、そして「日本海＝東海、独島＝竹島の対立」を、韓国併合100年の特別な年を契機に人類繁栄への道を拓こうではありませんか。
韓国語版出版にあたり執筆いただいた小室孝太郎、交易場修、村尾靖子、高田勲、寺井敏夫、寺戸良信、そして研究所の事業を長年にわたり支えてくださった日本、韓国、中国を始め世界各国の方々に心より感謝を申し上げます。
2010年3月
財団法人　人間自然科学研究所　理事長 小松昭夫
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